
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実践事例（２）】             （宮城県気仙沼向洋高等学校） 

非常参集の判断基準・参集対象者の確認と，教職員間での共有 

  

学校の状況 

○東日本大震災における津波で校舎が全壊。３校に分散しての学校再開。平成２３年１１月に市内高台に

建設された仮設校舎にて７年間の学校生活を送った。その後，気仙沼階上地区に完成した新校舎にて

平成３０年８月より学校生活に取り組んでいる。旧校舎は東日本大震災の爪痕そのままに気仙沼市東

日本大震災遺構・伝承館となっている。 

○学校のある階上地区は津波被害が大変大きく，そのため地域住民の防災意識は高い。 

○学校は旧校舎より内陸に建設され，海岸から約１．３㎞離れ，標高約２０ｍ以上ある。校舎３階以上に避

難する垂直避難訓練，約９００ｍ離れた第３次避難場所である気仙沼市立階上中学校までの避難訓練

等にも取り組んでいる。 

 

取組方法 

１ 毎年年度始め（年度始めの職員会議前後）に，防災教育校内研修会を行い，「学校防災マニュアル」

について内容確認と読み合わせをし，共通理解をする。 

２ 「教職員の動員体制」として非常参集の判断基準と参集対象者，非常参集の対応等について具体的に

確認し，共有する。 

３ 非常参集の対応等とともに新年度の「校内災害本部組織と業務内容」を確認。新年度の班編制やメン

バー，それぞれの業務内容について確認し，共有する。 

４ ４月の職員会議で配布する「防災マニュアルリーフレット」（Ａ３ ２つ折り両面印刷），「防災マニュアル・

ポケット版」（Ａ５半分両面折りたたみ）にて，再度，非常参集の対応等について確認，共有する。 

 

 


